越前市小規模森林間伐促進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、森林整備が実施されていなかった森林及び自然災害により荒廃した森林の整備に要する経費の一部を森林環境譲与税により補助し、積極的な森林整備を図るため、越前市小規模森林間伐促進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付について必要な事項を定めることを目的とする。
　（補助事業）
第２条　市長は、次の各号に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行うもの（以下「補助事業者」という。）に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。
(1) 間伐材生産等
　　間伐材生産等は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。
ア　森林経営計画が策定されていない１２齢級以下の森林又は地域森林計画対象外森林（以下「２条森林」という。）で実施する搬出を伴う間伐であること。
イ　福井県森林簿等管理要領（平成２６年４月１日施行）第５の２に規定する補正報告書を提出する場合又は補正報告を行う旨の誓約書（様式第１号。以下「誓約書」という。）を間伐完了後おおむね１年以内に提出する場合であって、間伐材生産等を行う土地の登記上の地目が農地であるときは、間伐材生産等を行う前に、当該補正報告書又は誓約書に農業委員会が発行する非農地通知書を添えて市長に提出すること。ただし、補正報告を行うことが適当でない場合は、理由書の添付をもって補正報告書又は誓約書の添付に代えることができる。
ウ　間伐材生産等を行う区域（連続している区域であること。以下「施行地」という。）において、間伐対象森林の調査及び森林所有者の同意取り付け（以下「関連条件整備」という。）を行うことができること。
エ　伐採率が本数率で２０％以上であって、かつ、伐採の方法が越前市森林整備計画に定められた間伐の標準的な方法に合致すること。
オ　１施行地あたりの面積が、０．０５ｈａ以上であること。ただし、次に掲げる面積は除く。
（ア）施行地の中に既設の森林作業道等（次号イの規定により先行して整備した路網を含む。）が存在する場合は、当該森林作業道等の敷地面積
（イ）施行地の中に間伐ができない区域があり、当該区域について１箇所あたりの面積が０．０１ｈａ以上であるときは、その面積
カ　施行地として認める区域の外周が、植栽木の外側２ｍを限度としていること。
(2) 路網整備（森林作業道整備）
路網整備（森林作業道整備）は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。
ア　福井県森林作業道作設指針（平成２３年７月１２日制定）及び森林作業道実施基準（平成２３年７月１２日制定）に合致する規格の森林作業道であること。
イ　事業を効率的に実施するために必要な場合は、同一区域内で実施する間伐に２年間先行して実施することができるものであること。
 (3) 被災森林等復旧（森林復旧、路網復旧）
　　被災森林等復旧（森林復旧、路網復旧）は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。
ア　自然災害により被災した森林の復旧（以下「森林復旧」という。）又は既設の森林作業道等の復旧（以下「路網復旧」という。）のために行う被害木の整理、法面保全及び排水施設、路側施設、路盤等の改良工事であること。
イ　維持管理に係るものではないこと。
ウ　緊急性があること。
(4) 不用木撤去
　　不用木撤去は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。
ア　倒木により危険を生じさせる可能性のある不用木を伐採するものであること。
イ　緊急性があること。
　（補助事業者等）
第３条　補助事業者、補助金の額及び補助金額の上限は、別表第１に掲げるとおりとする。
　（事業計画）
第４条　補助金の交付を申請しようとする補助事業者は、補助事業を実施しようとする年度における事業計画を策定し、様式第２号により市長に提出しなければならない。
２　市長は、事業計画書の内容を審査し、適当と認めるときは、当該計画を承認するとともに、予算の範囲内で補助金の額を決定し、様式第３号により補助事業者に内示するものとする。
（補助金の交付申請）
第５条　前条の規定による承認及び内示を受けた補助事業者は、補助金交付申請書（様式第４号）に、次の各号の書類を添えて市長に提出するものとする。

(1) 収支予算書（様式第５号）

(2) 実施計画書（様式第６号の１、様式第６号の２）

(3) 市税に滞納がないことを証明する納税証明書又は市税の納税状況の確認に関する同意書（様式第７号）
(4) 森林作業道の路線及び間伐の実施予定箇所を明示した図面、写真等並びに整備に要する経費が分かる見積書等（路網整備（森林作業道整備）において、同一区域内で実施する間伐に先行して森林作業道を整備しようとするときに限る。）
(5) 被災箇所及び被災状況が分かる図面、写真等並びに復旧に要する経費が分かる見積書等（被災森林等復旧に限る。）

２　補助事業者は、前項の交付申請を行うに当たっては、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。
３　消費税法第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される補助事業者（以下「免税事業者」という。）は、前項の規定にかかわらず、消費税等仕入控除税額を減額せずに交付申請することができる。この場合において、免税事業者は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業主の場合は前々年の所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるものに限る。）及び損益計算書類等の売上高が確認できる資料を市長に提出しなければならない。
（補助金の交付決定）
第６条　市長は、前条の規定による交付申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査により、補助事業の目的及び内容が適正であるかどうかを調査し、当該申請に係る補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、様式第８号により通知するものとする。
２　市長は、補助金の交付を決定する場合においては、条件を付することができる。

　（事業の着手）

第７条　補助事業者は、前条の規定による交付決定の通知を受けた後でなければ、補助事業に着手してはならない。ただし、補助事業を行う年度内において、やむを得ない事情により交付決定の通知を受ける前に補助事業に着手する必要があるときは、補助金交付決定前着手届（様式第９号）を市長に提出した上で、補助事業に着手することができる。
　（事業計画等の変更）

第８条　補助事業者は、第４条の事業計画に変更が生じたときは、変更した事業計画書（以下「変更計画書」という。）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、変更計画書の内容を審査し、適当と認めるときは、当該変更計画を承認するとともに、変更した補助金の額を決定し、当該補助事業者に内示するものとする。
３　変更計画書及び前項の承認及び内示に係る様式は、様式第２号及び様式第３号を準用するものとする。
４　第２項の規定による承認及び内示を受けた補助事業者は、補助金交付変更申請書に、次の各号の書類（変更が生じたものに限る。）を添えて市長に提出するものとする。

(1) 収支予算書

(2) 実施計画書

(3) 森林作業道の路線及び間伐の実施予定箇所を明示した図面、写真等並びに整備に要する経費が分かる見積書等（路網整備（森林作業道整備）において、同一区域内で実施する間伐に一定期間先行して森林作業道を整備しようとするときに限る。）
(4) 被災箇所及び被災状況が分かる図面、写真等並びに復旧に要する経費が分かる見積書等（被災森林等復旧に限る。）

５　第６条の規定は、前項の規定による変更承認申請があった場合について準用する。この場合において市長は、様式第１０号により補助事業者に通知するものとする。

　（実績の報告）

第９条　補助事業者は、補助事業を遂行したときは、様式第１１号に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
(1) 収支決算書（様式第１２号）

(2) 事業実績書（様式第１３号）

(3) 事業実績明細書（様式第１４号）

(4) その他補助事業の区分に応じ別表第２に掲げる書類
　（検査）

第１０条　市長は、前条の規定による補助金実績報告書の提出を受けたときは、越前市小規模森林間伐促進事業竣工検査内規（令和２年１２月２５日付越農林第１７１４号。以下「検査内規」という。）に準じて検査（以下「検査」という。）を行うものとする。
２　補助事業者は、検査の際に、補助金の額の根拠を示す資料を市長に提示しなければならない。
３　市長は、検査を実施したときは、検査内規に基づき検査調書を作成するものとする。
　（額の確定）
第１１条　市長は、検査等により補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。
　（関係書類の整備）
第１２条　補助事業者は、補助事業に係る経理及び処理経過が明確にわかるよう関係書類を整備し、補助事業の完了後５年間保存しなければならない。
　（台帳の整備）
第１３条　補助事業者は、福井県森林作業道実施基準に基づき路網の整備に係る台帳を整備し、補助事業の完了後に市長に提出しなければならない。

　（補助金の交付手続）
第１４条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に必要な手続は、越前市補助金等交付規則（平成１７年越前市規則第５０号）の規定による。

　（その他）
第１５条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和２年１２月２５日から施行する。
（失効）
２　この要綱は、令和１６年３月３１日限り、その効力を失う。
